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Ⅰ．基本的考え方

我が国は、本格的な人口減少・少子高齢化社会を迎え、同時に、大規模な長期債務を

抱える等、将来に向かって多くの不安要因を抱えている。

このような中、我が国が有する自然、文化遺産、多様な地域性等の豊富な観光資源を

最大限に活用し、交流人口の増大を図ることは、我が国の経済活性化にとっての切り札

である。同時に観光は、地域の活性化、雇用機会の創出、国際相互理解の増進、国民の

生活の質の向上等にも資するものであり、２１世紀のわが国の成長の柱として、観光立

国を推進していくことが求められている。

国土交通省は、前原国土交通大臣のイニシアティブにより設置した成長戦略会議にお

いて、我が国の国際競争力を向上する観点から、観光立国の推進について議論を重ね、

本年５月に「国土交通省成長戦略」を取りまとめた。この中では、優先して実施すべき

３つの柱として、①訪日外国人３，０００万人プログラムの展開、②創意工夫を活かし

た観光地づくり、③休暇取得の分散化の促進、を掲げたところである。

また、元気な日本を復活させるための戦略を描いた「新成長戦略」（平成２２年６月

１８日閣議決定）においても、我が国の持続的な成長を牽引する７つの成長分野の一つ

として観光立国を掲げており、訪日外国人を２０２０年初めまでに２，５００万人、将

来的に３，０００万人とすること、休暇取得の分散化等により国内の観光需要を顕在化

させることを国家戦略プロジェクトとして進めることとされた。

これらの方針を実行に移すため、平成２３年度観光庁関係予算においては、中国をは

じめとする東アジア諸国を最重点市場と位置づけ、ＫＰＩの測定結果に基づき選択と集

中による効果的な訪日旅行促進事業を展開するとともに、国際競争力のある魅力的な観

光地づくりを行う先端的モデルの構築に対する支援等に重点を置き、観光立国に向けた

取組みを強力に推進していくこととする。

観光庁関係概算要求額

行政経費１３１億円（対前年度比：１．０３倍）
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Ⅱ．主要事項

１．平成２３年度観光庁関係予算概算要求総括表

(単位：百万円）

国 費
23年度 前年度 対前年度
要求額 予算額 倍 率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ／Ｂ）

１．主要事項 10,709 10,478 1.02

（１）訪日外国人３，０００万人プログラム 9,562 9,453 1.01
第１期

訪日旅行促進事業（ﾋﾞｼﾞｯﾄ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ事業） 8,867 8,648 1.03
ＭＩＣＥの開催・誘致の推進 443 449 0.99
訪日外国人旅行者の受入環境整備事業 251 171 1.47
医療観光の促進に向けた環境の整備

ＡＰＥＣ観光大臣会合等 0 185 皆減

（２）観光を核とした地域の再生・活性化 604 628 0.96
観光地域づくりプラットフォーム支援事業 542 542 1.00
広域観光促進基礎調査 36 36 1.01
観光地域づくり人材育成事業 26 26 1.01
持続可能な観光まちづくり事業体の創出支援調査 0 11 皆減
観光まちづくりコンサルティング事業 0 14 皆減

（３）観光産業の競争力強化・ﾆｭｰﾂｰﾘｽﾞﾑの推進 115 40 2.88
大学における観光経営ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ教育支援 25 24 1.02
着地型旅行商品流通促進支援事業 30 0 皆増
ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾂｰﾘｽﾞﾑﾈｯﾄﾜｰｸ構築支援事業 30 0 皆増
スポーツ観光支援事業 30 0 皆増
観光産業のイノベーション促進事業 0 15 皆減

（４）ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽの実現に向けた環境の整備 98 28 3.50
休暇取得の分散化に関する導入促進事業 98 28 3.50

（５）観光統計の整備 330 330 1.00

２．その他の行政経費 2,373 2,173 1.09
ＪＮＴＯ運営費交付金 2,102 1,905 1.10
その他（経常事務費等） 271 268 1.01

合 計 13,082 12,652 1.03

（注）端数処理のため計数が合わない場合がある。
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２．観光立国の実現

平成１８年１２月 観光立国推進基本法成立

平成１９年６月 観光立国推進基本計画 閣議決定
５つの基本的な目標を設定

観光立国の実現は、２１世紀の我が国経済社会の発展のために不可欠な国家的課題と位置付け

１．訪日外国人旅行者数を１，０００万人にし、将来的には、日本人の海外旅行者数と
同程度にする。

２．日本人の海外旅行者数を２，０００万人にする。

３．国内における観光旅行消費額を３０兆円にする。

４．日本人の国内観光旅行による１人当たりの宿泊数を年間 ４ 泊にする。

５．我が国における国際会議の開催件数を５ 割以上増やす。

平成２０年１０月 観光庁発足

平成２１年９月 鳩山内閣発足
前原国土交通大臣のイニシアティブの下、訪日外国人旅行者数に関する目標

を前倒し・上乗せ（＝訪日外国人３０００万人プログラム）

○同プログラムにおける外客誘致目標

平成２２年５月 「国土交通省成長戦略」策定
観光をはじめとする５つの成長分野について、戦略を策定。

平成２２年６月 「新成長戦略」閣議決定
「観光立国・地域活性化戦略」が７つの戦略分野の１つとされ、「訪日外国人

３，０００万人プログラム」と「休暇取得の分散化」が国家戦略プロジェクトに選定。

政府を挙げて総合的かつ計画的に観光立国を推進するための組織として発足

第１期 第２期 第３期 将来目標

２０１３年までに
１，５００万人

２０１６年までに
２，０００万人

２０１９年までに
２，５００万人

３，０００万人

○観光分野における「３つの戦略」
・訪日外国人旅行者の誘致戦略

・観光地の魅力度向上戦略

・観光立国推進のための基盤整備と国民意識の改革戦略
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３．具体的施策

（１）訪日外国人3,000万人プログラム第１期
新成長戦略・国家戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

○訪日旅行促進事業（ビジット・ジャパン事業）【継続】 （国際交流推進課）

要求額 ８，８６７百万円
（うち「元気な日本復活特別枠」2,560 百万円）

２０１３年までに訪日外国人旅行者数を１，５００万人にするとの訪日外国人３，０

００万人プログラム第１期目標の達成を目指して、中国をはじめとする東アジア諸国を

当面の最重点市場と位置づけ、ＫＰＩの測定結果に基づく最適なマーケティングプラン

を構築し、選択と集中による効果的な海外プロモーションを展開する。

※ＫＰＩ：（key performance indicator）重要業績指標

○海外現地消費者向けの広告宣伝
○海外現地メディアの日本への招請
○旅行博覧会等へのブース出展

認知度向上事業
○海外現地旅行会社の日本への招請、商談会の実施
○海外現地旅行会社社員への教育プログラムの実施
○訪日旅行商品の共同広告

誘客事業

○各市場での潜在的訪日旅行者層の抽出及び現地旅
行代理店、航空会社等の動向把握

徹底したマーケティング・リサーチ

○事業仕分け等の指摘を踏まえ、22年度に新たに導入
するＫＰＩによるプロモーション成果の定点観測

ＫＰＩによるプロモーション成果の測定

最適なマーケティングプランの立案

＜23年度要求のポイント＞
○マーケティングリサーチ、ＫＰＩ測定結果に基づく最適なプロモーション戦略の立案
○東アジア４市場のプロモーションの更なる強化（※中国について「特別枠」要求）
○クールジャパンの発信等と連携したプロモーション展開
○訪日旅行者数の伸びが著しいスペイン、イタリア、直行便就航により旅客増が見込まれる中東（ＵＡＥ，サウジ

アラビア）の重点市場化

米国

カナダ

豪州

英国

フランス

ドイツ

中国※

台湾

香港

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

韓国

インド

ロシア

スペイン

イタリア
タイ

ﾏﾚｰｼｱ

中東（サウジアラビア、ＵＡＥ）

重点市場
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○ＭＩＣＥの開催・誘致の推進【継続】 （参事官（MICE担当））

要求額 ４４３百万円

これまで、我が国においては、主要な国際会議の開催件数を２０１１年までに５割

増とするという目標を達成するため、国、自治体、経済界、学会等の有する資源を集

中投入して国際会議の開催・誘致を推進してきたが、韓国、シンガポール等の各国に

おいては、ＭＩＣＥ産業を国家の主要産業と位置付け、国を挙げてＭＩＣＥを積極的

に推進しており、ＭＩＣＥの開催・誘致は各国との激しい競争にさらされている。

ＭＩＣＥの振興は、訪日外国人旅客及び経済効果の拡大、我が国のソフトパワーに

よる国際貢献、地域の国際化・活性化の観点から大きな意義を持っていることから、

我が国としても平成２２年を「Ｊａｐａｎ ＭＩＣＥ Ｙｅａｒ」と定め、これまでの

狭義の国際会議からＭＩＣＥへ施策の対象範囲を拡大させ、ＭＩＣＥの開催・誘致に

積極的に取り組むこととしたところである。

平成２３年度については、ＭＩＣＥ開催・誘致のための支援、海外プロモーション、

人材育成事業等の事業を引き続き確実に実施していくことにより、ＭＩＣＥ推進の機

運の浸透と定着及び拡大を図っていくものとする。

※ＭＩＣＥ：Meeting（企業等の会議）、Incentive（Travel）（企業の行う報奨・研修旅行（インセン

ティブ旅行））、Convention（国際会議）、Event/Exhibition（イベント、展示会・見本市等）

国際会議から
MICEに拡大

浸透と定着及
び拡大を図る

2011年までに主要な国際会議の開催件数5割増を目指すため、国を挙

げた推進体制を整備し、誘致活動や開催・受入に関する支援、認知度向
上プロモーション、ソフトインフラの整備などを行ってきた。

国際会議の開催・誘致推進

○我が国がＭＩＣＥの開催適地であることを集中・積極的に海外に向けて
アピール

○国内的にまだ浸透していないＭＩＣＥの意義等について広く国民に啓発

【平成21年度】
Meeting

Convention

Event

Exhibition

Incentive（Travel）

【平成22年度】

Meeting

Convention

Event

Exhibition

Incentive（Travel）

Japan MICE Year

国土交通省成長戦略
２．観光分野のテーマ別の政策検討 「４．新しい観光アイテムの創造」
④大きな経済波及効果等を有するMICEの積極的な誘致・開催の推進を図る。

着実なMICEの開催・誘致

①ＭＩＣＥ開催適地としての認知度向上プロモーション
②ＭＩＣＥ誘致活動・開催に対する支援
③ＭＩＣＥ人材育成
④ＭＩＣＥ関連調査の実施

【平成23年度】

Meeting

Convention

Event

Exhibition

Incentive（Travel）
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○訪日外国人旅行者の受入環境整備事業【継続】
（国際観光政策課、観光資源課）

要求額 ２５１百万円

訪日外国人旅行者3,000万人時代の実現に向け、評価システムを活用した自治体の自

主的な受入環境整備の支援と戦略拠点整備の実施、ソーシャルメディアであるツイッ

ター等を利用した訪日外国人向け情報提供、医療観光の促進に向けた環境の整備、昨

今の訪日旅行客のニーズの多様化に対応した外国語ガイド等の人材育成・活用を行い、

訪日外国人旅行者の受入環境の整備を行う。

既存の情報インフラを活用した訪日外国人向け情報提供

ソーシャルメディアであるツイッターの特性を生かし、訪日外国人からの英語でのつぶやきに反応して、必要とされる情報
を即座に提供することにより、訪日外国人の満足度の高い受入環境を実現する。

訪日外国人の不安や
不満のつぶやきにリア
ルタイムに反応し情報

を提供

的確な情報に対する感謝

誰かに見守られている安心感

迅速な反応に対する驚き

口コミによる日本の宣伝効果

リピーターの増加

受入環境の問題点を抽出し改善

通常の情報提供
よりも

高い満足感

医療観光の促進に向けた環境の整備

○ 外国人患者等の受入環境水準の基準となる指
標を策定

○ 有識者からなる検討会において、評価の客観性
を担保

受入環境整備水準の評価（Check）

○ 評価によって明らかになった弱みを補うことでコーディ
ネーターの質を向上

○ 評価によってコーディネーターの得手・不得手を明確化
し、病院との連携を促進

改善策の実践（Action）

受入環境の改善 戦略拠点の整備

○ 初年度に国費を投入することで、次年度以降、国費なし
で自走することができるプログラムを実施

○ 受入環境整備水準の評価を踏まえ、国が受入環境
整備サポーターを派遣し、自治体と二人三脚で、先進
事例の普及や新しい発想での改善を促す

平成22年度に策定する評価システムへの参加により、自治体の強みと弱みを把握した上で、必要に応じ、受入環境整備サ
ポーターの派遣による自治体への支援と、受入環境整備上重要な課題に対して戦略拠点の整備を実施する。

国が自治体の取り組みを支援し、
全体としての底上げを目指す

国が戦略拠点整備事業として受入環境を整備すること
により、受入の拠点となる地域の水準を高める

受入環境整備水準の評価

評価システムを活用した受入環境水準向上事業

日本の旅行会社等が、コーディネーターとして、日本の受入れ病院と外国人患者等との間に立ち様々なコーディネー
ト業務を実施

・ 外国人患者等を集めるための、海外でのプロモーションを実施
・ 外国人患者等との窓口となる現地旅行会社と提携を結び、訪日医療観光ツアーを販売
・ 外国人患者等の訪日に際し、ランドオペレーターとして各種手続き等を代行 等

①コーディネーター：外国人患者等の効果的な呼び込み方が分からない
②病院：信頼の置けるコーディネーターと提携したい

課題
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（２）観光を核とした地域の再生・活性化

○観光地域づくりプラットフォーム支援事業【継続】 （観光地域振興課）

要求額 ５４２百万円

観光を通じた地域振興を図っていくためには，行政区域にとらわれないエリアで様

々な関係者が協働し、当該地域の資源を活用した着地型旅行商品を企画・販売する等、

滞在型観光につながる持続的な取り組みを活性化させていくことが重要である。

このため、こういった素地ができつつある観光圏において、様々な滞在型観光の取

組みを推進し、市場との窓口機能等を担う「観光地域づくりプラットフォーム」の形

成を促進しつつ、着地型旅行商品の企画・販売、人材育成等を行う取組を支援する。

※着地型旅行商品：旅行先の地域が主体となり、各種体験や地元産品等当該地域ならではの観光資源を

活用して造成された旅行商品

観光地域づくりプラットフォームのイメージ

観光地域づくりプラットフォーム
（組織形態は、NPO、LLC、株式会社 等）

市場（含 旅行会社、旅行者、消費者 等）

・地域資源を活用した着地型旅行商品を地域の外に向かって販売するため、市場と地域をつなぐ
窓口組織。

・観光産業だけにととまらず、地域の幅広い関係者（農林水産業、商工業、行政、ＮＰＯなど）が参加。

（１）設立準備段階（１か年）

観光圏において、「観光地域づくりプラットフォーム」が着地型旅行商品の販売等を行うワンス

トップ窓口組織として持続的に機能していくための事業計画の策定に対する補助
・補助対象事業：計画策定（ワークショップ開催等）

・補助対象者 ：観光圏整備法に基づく協議会
・補助額：５００万円（定額補助）

（２）運営初期段階（原則２か年）

認定を受けた観光圏整備実施計画に基づき「観光地域づくりプラットフォーム」が実施する事業

に対する補助
・補助対象事業：商品企画開発・販売促進、体験・ 交流・学習促進、人材育成、情報提供、宿
泊魅力向上、イベント開発、交通整備、モニタリング調査

・補助対象者：法人格を有する「観光地域づくりプラットフォーム」
・補助額 ：事業費の４割

支援制度の概要

地域資源
（体験施設）

地域資源
（農業）

地域資源
（宿泊施設） 地域資源

（お土産）

観光協会

大学

自治体
ＬＬＣ：(Limited Liability Company)

合同会社
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○観光地域づくり人材育成事業【継続】 （観光地域振興課）

要求額 ２６百万円

国際競争力の高い魅力ある観光地づくりを推進するためには、その担い手となるべき

人材を育成する必要がある。

このため、各地域において必要とされる人材像や習得すべき知識・スキルを明確化し

たガイドラインの策定・検証、観光地域づくり人材育成に関する情報発信、地域間の情

報共有等により、地域の自律的かつ持続可能な人材育成に向けた取組を支援する。

ガイドライン検討会議 シンポジウムの開催

観光地域づくり人材育成支援WEB 研修の実施

具体的な事業内容

○観光地域づくり人材育成に関する情報提供の実施
観光地域づくり人材育成の取組に必要な情報のデータベースの運用や改修を行う。

http://kankojinzai.jp/

○観光地域づくりプラットフォーム研修の開催
観光地域づくりに取組む地域の関係者に対し、｢観光地域づくりプラットフォーム｣の成功

事例を普及するための研修を実施する。

○観光地域づくり人材育成ガイドラインの策定・検証
各地域において必要とされる人材像や習得すべき知識・スキルを明確化するため、

過年度に策定した「観光地域づくり人材育成ガイドライン案」の検証を行う。

○観光地域づくり人材育成ネットワーク会議の開催
観光地域づくり人材育成に取組む地域の関係者によるシンポジウムを開催し、地域間の

ネットワーク化を行う。
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（３）観光産業の競争力強化・ニューツーリズムの推進

○大学における観光経営マネジメント教育支援【継続】 （観光産業課）

要求額 ２５百万円

国際競争にさらされる観光産業に対し、専門教育を受けた質の高い人材を供給するた

め、産学官の連携により、大学における観光経営マネジメント教育の充実・強化を図る。

○着地型旅行商品流通促進支援事業【新規】 （観光資源課）

要求額 ３０百万円

それぞれの地域ならではの観光資源を活用したいわゆる着地型旅行商品を消費者に
広く普及させるため、商品の情報流通の課題を抽出するとともに、情報流通モデルの
策定・検証等を通じて商品の流通円滑化に向けた取り組みを推進する。

※着地型旅行商品：旅行先の地域が主体となり、各種体験や地元産品等当該地域ならではの観光資源を

活用して造成された旅行商品

○ 観光産業及び観光関係高等教育機関の連携強化とカリキュラムモデルの本格実施に向けた課題の整理等の場とし
て、産学官連携検討会議を開催

産学官連携検討会議の開催

○ 大学・大学院での観光経営マネジメント教育講座を開
講し、カリキュラムモデルを試行的に実施することにより、
その効果等を検証

○ 大学・大学院における観光経営マネジメント教育を実
効性のあるものとするため、以下の点について検討

① カリキュラムモデル実施のための教育・研究者の養
成と教材の開発

② 実施体制の整備としての大学・大学院間の連携促進
（単位互換・認定準備）

ワーキンググループによる検証等カリキュラムモデルの実践

各地域において地域固有の資源を活用した、着地型旅行商品の造成の取り組みが進められているが、着地型旅行商品
の情報は一般消費者には広く伝達されておらず、消費者が商品に関心を持つに至っていない。

現状と課題

・消費者の着地型旅行商品の認知度向上、情報アクセスの改善
・地域側への商品流通のノウハウ提供→商品の品質向上

流通
（旅行業者等） 消費者

【着地型商品の特徴】
・多品種、小ロット、不定期
・低収益
・天候等により内容変更あり

・商品の品質が一定でない

【発地型の商品流通構造】
・定期的に大規模の旅客受入

れを求める
・商品内容の変更はしない

・マージンの大きい商品を
ターゲット

着地型商品情報が消費者
に広く伝達されない

［流通構造］
地 域

対応策

地域関係者や民間事業者との連携により、着地型旅行商品の情報流通の課題抽出、流通モデルの策定・検証を通じて、
着地型旅行商品の流通円滑化に向けた取組を推進
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○ユニバーサルツーリズムネットワーク構築支援事業【新規】 （観光産業課）

要求額 ３０百万円

地域における移動制約者等の受入れを円滑化するため、必要となる情報の共有を促進

しつつ、ユニバーサル観光の受入れを実践する地域グループのネットワーク化を図る。

○スポーツ観光支援事業【新規】 （スポーツ観光推進ＰＴ）

要求額 ３０百万円

海外からのスポーツ観光客の飛躍的増加と国内スポーツ観光旅行の促進を図るため、
各地域が主体的に企画立案・調整したスポーツ観光プランを、自治体・民間・協議会等
から広く公募し、秀逸なものについては観光庁として共催支援を行う。

また、形成された成功事例を示すことで、各地の取り組みへの例示支援を行う。

次年度以降の継続・効果検証・提案内容に忠実な実施等を条件とし、試行的に実施する優良提案について、
観光庁として共催支援（各種優良事例について観光庁HP上の公開によるPRを実施）

観光庁及び有識者による
コンサルティング

外部有識者を含む検討会における意見等を踏まえて、優良提案を選定。

成功事例の形成と全国展開

全国的なスポーツ観光の機運構成

スポーツ観光の企画提案
【自治体・民間・協議会等】

○ これからユニバーサル観光に取り組もうしている団体に対して、アドバイザーを派遣し、課題の整理・解決を支援する
とともに、団体の立ち上げによる効果を検証

○ 移動制約者の円滑な旅行のため、地域側が事前に必
要とする情報の内容の整理

○ 情報を適切に共有するための管理方策の検討

移動制約者が円滑に旅行するための情報共有方策の
検討

○ 一定の基準を満たした団体間でのネットワークの構築
によるノウハウや情報の共有等の促進と移動制約者と
の一元的な窓口の整備

ユニバーサル観光に取り組む団体間のネットワーク化

ユニバーサル観光に取り組もうとする団体の立ち上げ支援

地域における移動制約者の受入れが円滑化され、移動制約者の旅行参加機会が拡大
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（４）ワークライフバランスの実現に向けた環境の整備

新成長戦略・国家戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

○休暇取得の分散化に関する導入促進事業【継続】 （参事官（観光経済担当））

要求額 ９８百万円

「新成長戦略」（平成22年6月18日閣議決定）を踏まえ、休暇取得の分散化の意義・

メリット等を幅広く周知する措置を講じるとともに、休暇取得の分散化の円滑な導入に

向けた取組を実施する。

休暇取得の分散化の意義・重要性について、幅広い関係者が参加して国民的な議論を行うとともに、

休暇取得の分散化が国民生活にもたらす影響、効果等について、普及啓発活動を実施。

・ 休暇取得の分散化に関するシンポジウムの開催、広報活動ツールの作成

・ 休暇取得の分散化に関する国民会議（仮称）の運営

繁忙期における旅行動向を把握するための調査を実施し、休暇取得の分散化による需要平準化の

状況を測定する。

効果検証

普及・啓発

導入準備

ピーク需要の平準化による旅行料金の低廉化

交通渋滞や混雑の緩和による移動時間の短縮化

環境負荷の軽減、混雑解消によるインフラ投資の
効率化

観光地における雇用の安定化

生産性の向上、サービス水準・ホスピタリティの向上

旅行満足度の向上、
リピーターの増加

潜在需要の喚起
（高い料金や混雑を

敬遠 していた層）

観光地の評価の
向上

混んでる1回よりゆとり
のもう1泊、もう1回

もう１ヶ所
観光できる

ムダな投資の
回 避

正規雇用の
増 加

快適な
サービス

休暇取得の分散化の効果

企業における祝日法改正への対応事例の形成を行うとともに、地域の発意に基づく休暇分散化の

具体的な取組を実施する。

・ 企業における休暇分散化への対応促進

・ 地域における休暇分散化の導入イメージ形成

事 業 概 要

期待される効果
○春・秋の大型連休の分散化の円滑な導入
○休暇取得の分散化に対する国民意識の向上
○地域の自主的な取組による休暇取得の分散化の促進
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（５）観光統計の整備

○観光統計の整備【継続】 （参事官（観光経済担当））

要求額 ３３０百万円

訪日外客誘致施策の更なる強化、地域が主役となった観光政策の展開が求められる中、

行政・民間における観光に関する取組をＰＤＣＡサイクルに基づき早急かつ着実に実施

するため、観光施策の基本インフラである観光統計の整備を着実に進める。

旅行・観光消費動向調査【平成15年度～】

宿泊旅行統計調査【平成19年～】

訪日外国人消費動向調査【平成22年度～】

観光産業構造基本調査（予備的調査）

訪日外国人の旅行消費、再訪意向、満足度等の把握を目的に、平成22年度より調査を
開始。

○調査対象 日本を出国する訪日外国人（6,500人×4回・・・計26,000人）
○調査方法 11空海港での調査員調査（年4回）

我が国における日本人・外国人の宿泊旅行の実態把握を目的に全国の宿泊施設を対象
に調査を実施。

○調査施設 ・従業者数10人以上・・・全数調査（約10,000施設）
・従業者数 9人以下・・・標本調査（約10,000施設）

○調査方法 郵送調査（年4回）

国民の観光旅行の実態を把握するとともに、観光消費の経済波及効果を明らかにする
ことを目的に調査を実施。

○調査対象 日本国民50,000人（25,000人に対して半年毎に2回調査を実施）
○調査方法 郵送調査（年4回）

平成24年度における「観光産業構造基本調査（仮称）」の本格実施に向け、調査手
法の確立に必要な情報の収集及び検証を目的とした予備的調査を実施。

＜調査イメージ＞
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国土交通省成長戦略会議 

平成21年10月26日 
 第１回会議開催 
 
 
平成22年4月までに12回開催 
 
平成22年5月17日 
「国土交通省成長戦略」をとりまとめ 

 我が国は、人口が減少に転じ、急速に少子高齢化が進展するという厳しい局面を迎えている。このような局面において、将来にわたっ
て持続可能な国づくりを進めるためには、我が国の人材・技術力・観光資源などの優れたリソースを有効に活用し、国際競争力を向上さ
せるための成長戦略の確立が焦眉の急となっていることから、各分野の有識者で構成する国土交通省成長戦略会議を設置し、以下の
課題について検討を行う。 

開催実績 ・ 検討スケジュール  

① 海洋・港湾  
② 観光立国 
③ 航空    
④ 建設・運輸産業の国際展開 
⑤ 住宅・都市 

◎：座長、●：座長代理、☆：分野取りまとめ 

海
洋 

観
光 

航
空 

国
際 

住
宅 
都 
市 

安 昌寿 株式会社日建設計 代表取締役副社長 ○ ☆ 

大上 二三雄 ｴﾑ･ｱｲ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ株式会社 代表取締役社長 ○ ○ ○ 

大江 匡 株式会社ﾌﾟﾗﾝﾃｯｸｱｿｼｴｲﾂ 代表取締役会長兼社長、建築家 ○ ☆ ○ 

大社 充 
ＮＰＯ法人ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｷｬﾝﾊﾟｽ理事長 
全国地域ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ創造ﾈｯﾄﾜｰｸ代表世話人 

○ ○ 

坂村 健 東京大学大学院情報学環教授 ○ ○ ○ 

髙木 敦 ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券株式会社  ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞﾃﾞｨﾚｸﾀｰ ○ ○ 

中条 潮 慶應義塾大学商学部教授 ○ ○ 

長谷川 閑史 武田薬品工業株式会社 代表取締役社長 － － － － － 

平田 オリザ 劇作家・演出家 ☆ ○ 

福田 隆之 株式会社野村総合研究所 副主任研究員 ○ ○ 

星野 佳路 株式会社星野ﾘｿﾞｰﾄ 代表取締役社長 ○ ○ 

御立 尚資 株式会社ﾎﾞｽﾄﾝｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ 日本代表 ○ ☆ 

柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科准教授 ☆ ○ 

検討課題 

◎ 
 

 
 

 
 

 
 

 
     

● 

委  員 

～
 

趣 旨 

国土交通省成長戦略 観光分野重点項目 

観光による地域経済の活性化、雇用の拡大を促進 

地域の観光振興を図るため、観光産業だけにとどまらず、農林水産業、地場産業、ＮＰＯ等幅広い関係者が参画する事業主体（観光地域づくり
プラットフォーム）の形成促進を図るため、組織化や中核人材育成等の支援を行うモデル的取組を実施。 

宿泊施設における外国語接遇の充実強化など、外国人旅行者の受入れを担う人材育成を促進。 

医療観光、文化観光、スポーツ観光等、他分野との融合による新しい観光アイテムの活用、「新規需要の創出」・「もう一泊」につなげる。 

外客受入体制の強化、魅力ある観光地づくりのための環境整備に向けた法体系の見直し、規制緩和を検討。 

    （例）通訳案内士制度の見直し、着地型観光に即した旅行業規制の見直し 等 

Ⅱ 創意工夫を活かした観光地づくり 

日本政府観光局（ＪＮＴＯ）の体制を強化し、市場ごとに訪日旅行者数の数値目標を立て、ノルマ、報奨金などの成果主義を徹底。      

ブログ、ツイッター等新しいメディアの効果的な活用など新たな広報戦略を構築。 

ＪＮＴＯ等海外出先機関の連携を強化し、観光・文化に関する情報提供の一元化を実現するなどワンストップサービスの提供を推進し、より効果

的・効率的な広報活動を展開 

将来的に、日本を総合的に売り込む「セールスプロモーション専任領事」を主要国の在外公館に配置。 

多言語表示が可能な携帯端末を活用した観光情報の提供を推進。特に地域を定めて重点的なＩＣＴ化を先行して実験的に推進。 

Ⅰ 訪日外国人3,000万人を目指して  

春や秋の大型連休の地域別設定など、休暇取得の分散化に向けた取組みを検討・実施。 

Ⅲ 休暇取得の分散化の促進 
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新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～（抄） （２０１０年６月１８日 閣議決定）

（４）観光立国・地域活性化戦略
～観光立国の推進～

（観光は少子高齢化時代の地域活性化の切り札）

我が国は、自然、文化遺産、多様な地域性等豊富な観光資源を有しており、観光のポテンシャルは極めて高い。例えば、
南国の台湾の人々は雪を見に北海道を訪ね、欧州の人々は伝統文化からポップカルチャーまで日本の文化面に関心を持

ち、朝の築地市場など生活文化への関心も高くなっている。このように、日本を訪れる外国人の間では、国によって訪れる

場所や楽しむ内容に大きな相違があるが、その多様性を受け入れるだけの観光資源を地方都市は有している。また、日本

全国には、エコツーリズム、グリーンツーリズム、産業観光など観光資源が豊富にあり、外国人のみならず、日本人にとって

も魅力的な観光メニューを提供することができる。公的支出による地域活性化を期待することが難しい現在、人口減少・急

激な少子高齢化に悩む地方都市にとって、観光による国内外の交流人口の拡大や我が国独自の文化財・伝統芸能等の

文化遺産の活用は、地域経済の活性化や雇用機会の増大の切り札である。

（訪日外国人を2020 年初めまでに2,500万人に）

急速に経済成長するアジア、特に中国は、観光需要の拡大の可能性に満ちている。例えば、中国から日本を訪問してい
る旅行者数は年間約100 万人、日本から中国を訪問している旅行者数は年間約340 万人（いずれも2008 年ベース）と大き

な開きがある。人口増加や経済成長のスピードを考えれば、中国を含めたアジアからの観光客をどう取り込むかが大きな課

題である。今後、アジアからの訪日観光客を始めとした各国からの訪日外国人の増加に向けて、訪日観光査証の取得容易

化、魅力ある観光地づくり、留学環境の整備、広報活動等を図ることにより、訪日外国人を2020 年初めまでに2,500 万人、

将来的には3,000 万人まで伸ばす。また、観光立国にとって不可欠な要素として、交通アクセスの改善と合わせて安全・安

心なまちづくりを進める必要がある。

（休暇取得の分散化等）
国内旅行は約20 兆円規模の市場である。しかしながら、休日が集中しているため繁閑の差が大きく、需要がゴールデン

ウィークや年末年始の一定期間に集中する結果、顕在化しない内需が多いと言われている。このため、休暇取得の分散化

など「ローカル・ホリデー制度」（仮称）の検討や国際競争力の高い魅力ある観光地づくり等を通じた国内の観光需要の顕在

化等の総合的な観光政策を推進し、地域を支える観光産業を育て、新しい雇用と需要を生み出す。

【2020 年までの目標】
『訪日外国人を2020 年初めまでに2,500 万人、将来的には3,000 万人。2,500 万人による経済波及効
果約10 兆円、新規雇用56 万人』

≪２１の国家戦略プロジェクト≫ （経済成長に特に貢献度が高いと考えられる施策）
Ⅳ 観光立国・地域活性化における国家戦略プロジェクト

本年７月１日から、中国人訪日観光の査証取得要件の緩和、申請受付公館の拡大など、査証の取得容易

化を実現し、同時に「選択と集中」による効果的なプロモーションの実施や、医療など成長分野と連携した観光

の促進、通訳案内士以外にも有償ガイドを認めるなど受入体制の充実等に取り組むことで、訪日中国人旅行

者数の大幅な増加を図り、2020 年初めまでに訪日外国人2,500万人、将来的には3,000万人の達成に向け

た取組を進める。

また、ピーク時に依存した需要構造を平準化し、混雑等のために顕在化していない需要を掘り起こすため、

地域ブロック別に分散して大型連休を取得する取組など「休暇取得の分散化」を実施する。このための祝日法

の改正について検討を進め、十分な周知・準備期間を設けた上で、早ければ平成24 年度中の実現を目指

す。あわせて、年次有給休暇の一層の取得促進を図る。

2020 年初めまでに訪日外国人2,500万人達成により、経済波及効果10兆円、新規雇用56万人が見込ま

れ、休暇取得の分散化により需要創出効果約１兆円が見込まれる。

12．「訪日外国人3,000 万人プログラム」と「休暇取得の分散化」
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目標を達成するための具体的な
施策を記述 

５年間 

目  標 

毎年度点検を行うとともに、 
おおむね３年後を目途に見直し  
                  等 

観光立国推進基本法の制定 
（平成１８年１２月） 

○訪日外国人旅行者数 
平成２２年までに1,000万人にし、将来的には、日本人の
海外旅行者数と同程度にする 

○日本人の海外旅行者数 

平成２２年までに2,000万人にする 

○国内における観光旅行消費額 

平成２２年度までに３０兆円にする 

基本的な方針 ◆ 国民の国内旅行及び外国人の訪日旅行を拡大するとともに、国民の海外旅行を発展 等 

計画期間における基本的な目標 

・ 基本法第１０条の規定に基づき、観光立国の実現に関する施策の総合的かつ計画的な 

 推進を図るため、 「観光立国推進基本計画」 を策定 （平成１９年６月 閣議決定） 

○日本人の国内観光旅行による1人当たりの宿泊数 

  平成２２年度までに年間４泊にする 

○我が国における国際会議の開催件数 

平成２３年までに５割以上増やす 

 施 策 

 その他 

計画期間 

観光立国推進基本計画の概要 

521.2
613.8

672.8
733.4

834.7 835.1

679.0 

64.0 

66.5

71.0 

78.8

72.2

67.8

0
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900

1,000

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

訪日外国人旅行者数の推移 

１月+10.3％ 

ビジット・ジャパン・
キャンペーン開始 

万人 

注) 2010年１～４月の値は暫定値、５、６月の値は推計値、％は対前年同月比 

２月+62.7％ 

３月+24.8％ 

1～6月計 
４２０．３万人 
前年比 
３５．８％増 

４月+25.9％ 

５月+48.6％ 

６月+59.7％ 
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総計 
679万人 

韓国 
159万人 
（23.4%） 

台湾 
102万人 
（15.1%） 

中国 
101万人 
（14.8%） 

香港 
45万人 
（6.6%） 

米国 
70万人 
（10.3%） 

 その他アジア 
42万人 
（6.3%） 

タイ 
18万人 
（2.6%） 

シンガポール 
15万人 
（2.1%） 

カナダ 
15万人 
（2.2%） 

イギリス 
18万人 
（2.7%） 

ドイツ 
11万人 
（1.6%） 

フランス 
14万人 
（2.1%） 

オーストラリア 
21万人 
（3.1%） 

アジア 
481万人 
（70.9%） 

欧州 
80万人 
（11.8%） 

その他欧州 
    37万人 
    （5.4%） 

オセアニア 
25万人 

（3.6%） 

（2009年） 

白字 重点市場(2003年度～) 
青字 重点市場(2004年度～) 
赤字 重点市場(2005年度～) 
 
2009年重点市場分 
計  589万人(86.7%) 

国・地域別訪日外国人旅行者の割合 

北米 
87万人 
（12.9%） 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

外国人旅行者受入数の国際比較（2009年） 

74,200 

54,884 

52,231 

50,875 

43,239 

28,033 

25,506 

24,224 

23,646 

21,454 

21,355 

20,741 

19,420 

16,926 

15,771 

14,915 

14,145 

11,914 

11,890 

10,896 

10,402 

9,921 

9,335 

9,058 

8,341 

8,294 

(8,026) 

7,818 

7,488 

7,012 

6,901 

6,814 

6,790 

6,324 

6,092 

6,081 

5,739 

5,584 

5,109 

4,875 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 

フランス (France) 

米国 (U.S.A.) 

スペイン (Spain) 

中国 (China) 

イタリア (Italy) 

英国 (U.K.) 

トルコ (Turkey) 

ドイツ (Germany) 

マレーシア (Malaysia) 

メキシコ (Mexico) 

オーストリア (Austria) 

ウクライナ (Ukraine) 

ロシア (Russia) 

香港 (Hong Kong) 

カナダ (Canada) 

ギリシャ (Greece) 

タイ (Thailand) 

エジプト (Egypt) 

ポーランド (Poland) 

サウジアラビア (Saudi Arabia) 

マカオ (Macau) 

オランダ (Netherlands) 

クロアチア (Croatia) 

ハンガリー (Hungary) 

モロッコ (Morocco) 

スイス (Switzerland) 

アイルランド (Ireland) 

韓国 (South Korea) 

シンガポール (Singapore) 

南アフリカ共和国 (South Africa) 

チュニジア (Tunisia) 

ベルギー (Belgium) 

日本 (Japan) 

インドネシア (Indonesia) 

シリア (Syria) 

チェコ (Czech Republic) 

ブルガリア (Bulgaria) 

豪州 (Australia) 

インド (India) 

スウェーデン (Sweden) 

千⼈ 

1位 

10位 

20位 

30位 

40位 

出典： 世界観光機関（UNWTO）、各国政府観光局     作成： 日本政府観光局（JNTO） 
注1： 本表の数値は2010年6月時点の暫定値である。 
注2： アイルランドは2009年の数値が不明であるため、2008年の数値を利用した。 
注3： アラブ首長国連邦、バーレーン、クウェート、ポルトガルは2009年、2008年とも数値が不明であるため、対象外とした。 
注4： 本表で採用した数値は、韓国、日本、豪州を除き、原則的に1泊以上した外国人訪問者数である。 
注5： 外国人訪問者数は、数値が追って新たに発表されたり、さかのぼって更新されることがあるため、数値の採用時期によって、そのつど順位が変わり得る。 
注6： 同一国において、外国人訪問者数が異なる統計基準に基づいて算出されている場合があるため、比較する際には注意を要する。 

 日本は世界で33位。アジアで8位。 
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733

835 835
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3,500

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

万人

訪日外国人3,000万人へのロードマップ～3期ローリングプランで2,500万人（2019年）～ 

（平成15年） （平成18年） （平成20年） （平成22年） （平成25年） （平成2８年） （平成3１年） 

ドイツ(9位) 
2,487 

英国(6位) 
3,019 

ビジット・ジャパン・
キャンペーン開始 

目標 
1,000万人 

平均伸び率14.5% 
の成長目標 

平均伸び率10.5% 
の成長目標 

平均伸び率8% 
の成長目標 

第１期 

第２期 

第３期 

世界経済や為替が安定していること、戦争や疾病の流行が発生しないこと等を前提とする。 

第1期目標 
1,500万人 

第2期目標 
2,000万人 

タイ(18位) 
1,433 

第3期目標 
2,500万人 679 

拡大する世界の国際観光市場 

出所：UNWTO「Tourism 2020 Vision 」より作成 

全世界の国際観光到着客数のうち、東アジア・太平洋地域が占めるシェアは、２０１０年
に１９．４％、２０２０年には２５．４％まで拡大の予測。 

１.95億人 
19.4% 

3.97億人 
25.4% 

実績 予測 

南アジア 
中東 
アフリカ 
東アジア・太平洋 
アメリカ 
ヨーロッパ 

6.94億人 

10.06億人 

15.61億人 

国際観光到着客数 
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17,819 

13,296 

16,831 17,404 17,535 17,295 
15,987 15,446 

0 
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10,000 
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14,000 

16,000 

18,000 

20,000 

2000年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 

日本人海外旅行者数の推移 

（千人） 

（対前年比－３．４％） 

過去最高値 

イラク戦争 
SARS発生 

資料：法務省資料に基づく国土交通省作成資料による 

日帰り旅行 
4.9兆円
（20.9%） 

海外旅行
（国内分） 
1.7兆円
（7.2%） 

訪日外国人旅行 
1.3兆円 
（5.7%） 

国土交通省「平成２０年度旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」による。 

２３．６兆円 

我が国経済への貢献度（経済効果） 

生産波及効果    ５１．４兆円 ･･･５．３％（対産業連関表国内生産額） 

付加価値誘発効果 ２６．５兆円 ･･･５．３％（対名目ＧＤＰ） 

雇用誘発効果     ４３０万人 ･･･６．７％（対全国就業者数） 

税収効果        ４．６兆円 ・・・５．３％（対国税＋地方税） 

国内の観光市場規模（平成２０年度） 

宿泊旅行 
15.6兆円
（66.2%） 
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国際会議の開催件数の推移 

  2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 

日本 12位 14位 17位 18位 5位 4位 

シンガポール 23位 20位 15位 10位 4位 3位 

韓国 32位 17位 14位 16位 15位 12位 

中国 20位 11位 11位 14位 16位 13位 

日本 
２４１件（従来基準） 
（目標値２５２件） 

１３位 中国 
２７８件 

１２位 韓国 
２９３件 

４位 日本 
５７５件 

３位 シンガポール 
６３７件 

※ ２０１１年までに、主要な国際会議の開催件数を５割増（２００５年の１６８件を２０１１年には２５２件）を目指す。  
※ 日本は５７５件（第４位）と大幅増。他のアジア諸国も件数が増加。シンガポールは６３７件と今年も躍進（３位）。 
※ ２００７年UIAが従来の基準を緩和したことにより国際会議の開催件数は増加している。 
   観光立国推進基本計画に定められた目標値における基準に照らすと２００８年は２４１件と推察される。 

１位 アメリカ 1079件 

２位 フランス  797件  

2.81 2.78 2.89 2.72
2.42 2.36

1.70 1.71 1.77 
1.68 

1.50 1.51 

0.00 

0.50 

1.00 

1.50 

2.00 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

宿泊数

宿泊観光旅行回数

国民１人当たり国内宿泊観光旅行の回数及び宿泊数の推移 

宿
泊
数
（泊
） 

旅
行
回
数
（
回
） 

出所：国土交通省観光庁「旅行・観光消費動向調査」による。 
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観光圏整備実施計画認定地域（４５地域） 

知床観光圏（２１） 

日光観光圏（２１）   

（平成22年7月27日現在） 

さっぽろ広域観光圏（２１） 

平戸・佐世保・西海ロングステイ観光圏（２２） 

浜名湖観光圏（２１）  

雲仙天草観光圏（２１） 

日本海きらきら羽越観光圏（２１） 

聖地熊野を核とした癒しと蘇りの観光圏（２１） 

（年度別認定数） 20年度～16地域 
           21年度～14地域  
           22年度～15地域 

富良野・美瑛広域観光圏（２０） 

伊達な広域観光圏（２０） 

やさしさと自然の温もり ふくしま観光圏（２０） 

あなたの空と大地 水戸ひたち観光圏（２０） 

雪国観光圏（２０） 

富士山・富士五湖観光圏（２０） 

南房総地域観光圏（２０）  

伊勢志摩地域観光圏（２０） 

京都府丹後観光圏（２０）   

淡路島観光圏（２０）   

山陰文化観光圏（２０） 

広島・宮島・岩国地域観光圏（２０） 

新東九州観光圏（２０）  

阿蘇くじゅう観光圏（２０） 

びわ湖・近江路観光圏（２１） 

釧路湿原・阿寒・摩周観光圏（２２）   

はこだて観光圏（２２） 

めでためでた♪花のやまがた観光圏（２２） 

認定圏域名（認定年度） 

トキめき佐渡・にいがた観光圏（２２） 

能登半島観光圏（２１）   

越中・飛騨観光圏（２２） 

八ヶ岳観光圏（２２）  

箱根・湯河原・熱海・あしがら観光圏（２２） 

伊豆観光圏 （２０） 

知多半島観光圏（２２） 

東紀州地域観光圏（２２）  

香川せとうちアート観光圏（２２） 

瀬戸内しまなみ海道地域観光圏（２２） 
豊の国千年ロマン観光圏（２２） 

玄界灘観光圏（２２） 

富山湾・黒部峡谷・越中にいかわ観光圏 （２１） 

にし阿波観光圏（２０） 

新たな青森の旅・十和田湖広域観光圏（２１） 
会津・米沢地域観光圏（２０） 

立山黒部アルペンルート広域観光圏（２２） 

福井坂井奥越広域観光圏（２１）   

四万十・足摺エリア（幡多地域）観光圏（２１） 
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スポーツ観光の推進について 
 

我が国の豊富なスポーツ資源 

世界的にもハイレベルな“観るスポーツ” 
プロ野球、Ｊリーグ、ラグビー、バレーボール、プロ
ゴルフ、大相撲、柔道 .etc 

世代を超えて人気を集める“するスポーツ” 
マラソン、ウォーキング、サイクリング、登山、スキ
ー、ゴルフ、草野球 .etc 

魅力あるスポーツ資源を最大限に活用し、インバウンド拡大、国内観光振興、 
そして地域活性化の「起爆剤」に！！ 

スポーツ観光WEBサイトによる情報発信 
各スポーツ競技団体HPとの相互乗り入れでスポーツ情報、周辺地域の観光情報等の提供を行う。 
 

スポーツ競技団体との連携 
スポーツを観光情報発信のコンテンツとして活用すると共に、大会等への支援も通してスポーツ振興に

も寄与し、相互の発展を促す。 
 

スポーツ観光マイスターによるＰＲ及び機運醸成 
各スポーツ分野毎に発信力のある方を任命し、スポーツ観光の魅力ＰＲ及び機運醸成を図る。 

 

◆我が国スポーツ資源の海外 

 発信とアクセス向上 
 

◆レジャースポーツ観光のア 

 ジア市場への販売促進 
 

◆ワールドカップ・オリピッ 

 ク等の国際競技大会や合 

 宿・関係会議の日本誘致 
 

◆スポーツ施設の魅力化 
 

◆スポーツ観光まちづくり 

取り組み目標 
 

 

【メンバー】 

関係省庁、プロスポーツ団体、スポーツ統括団体、スポーツ

競技団体、観光団体、観光関係企業、スポーツ関係企業 
 

【検討課題】 

（１）国際スポーツ大会・合宿・会議の戦略的誘致のあり方
（２）スポーツの国際化と国際交流の推進方策 
（３）スポーツ観戦・参加ツアー造成の推進方策 
（４）海外からのチケッティングの改善方策 
（５）スポーツ施設の観光魅力化に向けた改善方策 
（６）スポーツを核としたまちづくりの推進方策 
（７）スポーツ・ツーリズムの推進組織のあり方 
 

スポーツ・ツーリズム推進連絡会議 
スピード感をもった検討と実証実

験の実施 

中間的とりまとめ策定と予算要求

等への対応 

組織の枠組みを超えたスポーツ・

ツーリズムに対する気運の醸成 

平成22年5月18日発足 

＜当面＞ 

世界の医療観光の状況 

タイ 
・人数 
140万人（2006年）    
200万人（2010年目標） 
・市場 
約1,920億円（2008年） 

韓国 
・人数 
5万人（2009年）       
100万人（2020年目標） 
・市場 
約164億円（2008年） 

シンガポール 
57万人（2007年）      
100万人（2012年目標） 

マレーシア 
34万人（2007年） 

インド 
45万人（2007年） 

米国 
約43万人（2008年） 

日本 
アジアトップ水準 
の評価・地位獲得 
（2020年目標） 

2004 2006 2012 

医療観光の市場規模予測*1 

年平均 
成長率9％ 

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

400 

600 

1,000 

医療観光者数は2008年推計で約600万人*2、
医療観光市場規模は2012年までに全世界で
1,000億ドルに到達（予測） 

出所：*1: Medical Tourism：Global Competition in Healthcare（National Center for Policy Analysis）に記
載の推計・予測値。 

    *2: International Medical Tourism , Ian Youngman    

世界の医療観光の状況 

「医療観光」は世界的な傾向で、2012年には1,000億ドル市場規模に達するなど、今後も大きく成長が見込まれ
ている。その中でもアジアは主要な受入地域として世界中から医療観光者を集めている。 
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休暇取得の分散化について 

○国内旅行は約２０兆円の市場であるが、休日がＧＷ等の一定期間に集中するため繁閑の差が大きく、顕在化しない内需が多い。 

○「財政出動を伴わない成長戦略」として、休暇分散化による需要の創造・平準化を通じ、地域経済の活性化、サービスの向上、雇
用の安定化など幅広い効果の実現を目指す。 

 みどりの日（５月４日）、こどもの日（５月５日）、成人
の日（１月の第２月曜日）を一つのまとまりとして、地
域ブロック別に分散。 
 

 ※現行の祝日はそれぞれ記念日として残す。 

【GWの地域別分散のイメージ】 2010年5～6月の例 
日 月 火 水 木 金 土 

２日 ３日 
憲法記念日 

４日 ５日 ６日 ７日 ８日 

９日 10日 11日 12日 13日 14日 15日 

16日 17日 18日 19日 20日 21日 22日 

23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日 

30日 31日 １日 ２日 ３日 ４日 ５日 

６日 ７日 ８日 ９日 10日 11日 12日 

「九州・沖縄・中国・四国」の休日 

「近畿」の休日 

「中部・北陸信越」の休日 

「南関東」の休日 

「北海道・東北・北関東」の休日 

現行の祝日（休日ではない） 

※分散する時期を全体で２．５週とする方策例も検討 

春の大型連休の分散 

 ハッピーマンデーのうち、「海の日」、「敬老の日」、「
体育の日」を従来の日に記念日として戻しつつ、休日
については、観光、スポーツ、文化活動等に適した秋
の時期に地域ブロック別に分散。 

秋の大型連休の創設 Ａ案 Ｂ案 

日 月 火 水 木 金 土 
26日 27日 28日 29日 30日 1日 2日 

3日 4日 5日 6日 7日 8日 9日 

10日 11日 12日 13日 14日 15日 16日 

17日 18日 19日 20日 21日 22日 23日 

24日 25日 26日 27日 28日 29日 30日 

【秋の大型連休の創設イメージ】 2010年9～10月の例 

「九州・沖縄・中国・四国」の休日 

「近畿」の休日 

「中部・北陸信越」の休日 

「南関東」の休日 

「北海道・東北・北関東」の休日 

※分散する時期を全体で２．５週とする方策例も検討 

「海の日」、「敬老の日」、「体育の日」 
の休日を地域ブロック別に分散 

○観光立国推進本部・休暇分散化ワーキングチームにおいて、休暇取得の分散化に向けた具体策を検討。 

休暇取得分散化に向けた取組方策の例 

体育の日 
（記念日として設定） 

「成人の日」、「みどりの日」、「子供の日」 
の休日を地域ブロック別に分散 

９月 

１０月 

５月 

６月 

ゴールデンウィークの 
国内旅行消費額 

 

「混
雑
の
緩
和
」＋
「
旅
行
料
金
の
低
廉
化
」に
よ
る 

新
た
な
国
内
宿
泊
旅
行
の
需
要 

休暇取得の分散化による国内旅行需要の創出効果 

現状のゴールデンウィークの国内旅行消費額 ＧＷの混雑緩和等により創出される国内旅行消費額 

延べ国内宿泊
旅行実施者 

延べ国内日帰り
旅行実施者 

旅行 
単価 

国内宿泊旅行を 
新たに実施 

国内宿泊旅行の 
旅行回数・宿泊数を増加 

日帰り旅行を 
宿泊旅行に変更 

日帰り旅行の 
新規実施、回数増加 

× 

× 

＝ 

＝ 

＋ 

純増分 

GWの混雑緩和による 
新たな国内旅行需要 

＋ 旅行 
単価 

42,874円 

約1.4兆円 

約2,200万人回 

約5,100万人回 

4,730億円 

   800億円 

1,510億円 

2,850億円 

約１兆円 
（9,890億円） 

8,776円 

※「旅行料金」としては、宿泊料金、パックツアー料金が該当。 

・「日帰り→宿泊」の転換分を差し引いて算出。 

9,272億円 

4,454億円 

＜宿泊旅行＞ 

＜日帰り旅行＞ 

実績分 

約0.3兆円 

＜参考値＞ 

（※） 

出所：国土交通省観光庁「ゴールデンウィークにおける観光旅行の動向調査」による。 
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独立行政法人 国際観光振興機構（ＪＮＴＯ）の概要 

 
海外における観光宣伝、外国人観光旅客に対する観光案内、その
他外国人観光旅客の来訪の促進に必要な業務を効率的に行うこ
とにより、国際観光の振興を図ることを目的とする。  

 
独立行政法人国際観光振興機構法（平成14年法律第181号） 

目 的 

根拠法 

 
昭和39年04月  特殊法人国際観光振興会設立 
平成15年10月  独立行政法人国際観光振興機構設立 

沿 革 

                                                   （平成22年7月1日現在） 
役 員     6人（理事長、3理事、2監事）                      
職 員     94人（国内63人、海外31人）   
海外事務所   13箇所  
運営費交付金    19億円（平成22年度） 

 
1. 外国人観光旅客の来訪促進のための宣伝 
2. 外国人観光旅客に対する観光案内所の運営 
3. 通訳案内士試験事務の代行 
4. 国際観光に関する調査研究・出版物の刊行 
5. 国際会議等の誘致促進、開催の円滑化等 
6. その他附帯業務 

組織・定員・予算 

業務の範囲 

フランクフルト 

ロンドン 

パリ 

ソウル 

北京 

上海 

香港 
バンコク 

シンガポール 

シドニー 

ニューヨーク 

ロサンゼルス 

トロント 

ＪＮＴＯ海外事務所の所在地 


